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地域医療構想で推計された必要病床数と比較すると、県南区域では急性期病床の過剰が若干解消するものの、引き続き急性期病床の過剰、高度
急性期病床、回復期病床、慢性期病床の不足が継続している状況です。

R7年の必要病床数と現在の病床数の比較

区域
R7年の必要病床数 現在の病床数（R4年7月1日現在） R7年必要病床数との差
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期
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県北 3,985 404 1,462 1,667 452 4,377 440 2,651 730 556 114 392 36 1,189 ▲ 937 104

県中 4,643 469 1,640 1,404 1,130 5,198 118 3,313 720 1,047 450 555 ▲ 351 1,673 ▲ 684 ▲ 83

県南 889 100 387 247 155 1,006 0 772 101 133 67 117 ▲ 100 385 ▲ 146 ▲ 22

R3年度
時点 ー ー ー ー ー 1,025 0 781 111 133 56 136 ▲100 394 ▲136 ▲22

会津・南会津 2,459 256 849 846 508 2,771 108 1,867 266 530 50 312 ▲ 148 1,018 ▲ 580 22

相双 725 45 233 243 204 1,054 11 765 50 228 89 329 ▲ 34 532 ▲ 193 24

いわき 2,696 264 809 750 873 3,543 282 1,364 681 1,216 58 847 18 555 ▲ 69 343

福島県 15,397 1,538 5,380 5,157 3,322 17,949 959 10,732 2,548 3,710 828 2,552 ▲ 579 5,352 ▲ 2,609 388

*休棟・無回答を除いた病床数の合計、及びR7年必要病床数との差。
出所:福島県「地域医療構想」、「病床機能報告（令和4年度）」
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県南区域の二次救急病院の所在地

（前回分析の再掲）県南区域の医療提供の概観

二次救急病院一覧

No. 病院名 救急医療
施設の認定 所在地 許可病床

総計

白河厚生総合病院 二次救急 白河市 471

塙厚生病院 二次救急 塙町 242

会田病院 二次救急 矢吹町 193

白河病院 二次救急 白河市 150

一般病床に占める高度・急性期病床数の割合が7割以上

回復期・慢性期または回復期・慢性期・休棟中等のみ

一般病床に占める高度・急性期病床数の割合が7割未満

凡例： 一般病床に占める高度・急性期病床数の割合が7割以上

一般病床に占める高度・急性期病床数の割合が7割未満

凡例：

搬送状況概要（令和3年度）

県南区域 福島県

年間搬送件数 5,467件 73,610件

区域内完結率 86.2% 99.6%

平均搬送時間* 56分 50分

1
4

3

2

1

2

3

4

*搬送時間 = 病院収容時刻 -覚知時刻
出所：政府統計の総合窓口 「地図で見る統計（jSTAT MAP）」、厚生労働省「病床機能報告（令和3年度）」、東北厚生局 「コード内容別医療機関一覧表（医科）」
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国保および後期高齢のレセプトデータによると、県南区域の患者住所地ベースの1日あたりの患者数は約1045人となっており、循環器系、新生物、精神、
損傷,中毒で全体の半数を占めています。完結率は64%程度となっており、神経系、循環器系、新生物等の患者が県中区域や県外（主に茨城県、栃
木県）を中心に流出しています。

疾患構成（患者住所地ベース）

【レセプト】疾患構成と完結率

15%

14%

12%

9%9%

8%

8%

7%

6%

10%
循環器系

感染症

神経系

精神

筋骨格系

新生物

損傷，中毒

消化器系

腎尿路系

呼吸器系

その他

2%

患者数推計値
1,044.7人/日

出所：県南区域のレセプトデータ（R3年度）、国立社会保障・人口問題研究所｢日本の地域別将来推計人口｣（2018年3月推計）2020年推計データ
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25%

7%

県外等

県南
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2%

県内（その他）県北

2%

患者数推計値
1,044.7人/日

完結率

茨城県、栃木県への流
出が多い

93.1

60.9 53.0
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疾患別1日あたり流出患者数（上位5疾患）
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神経系患者の流出患者のうち、脳性麻痺等の患者が最も多く46%、次いでその他の障害が17%、挿間性及び発作性障害が15%となっています。どの疾患においても
NHO福島病院での受療が最も多く、加えて1日1人あたり決定点数が低いことから慢性期相当の患者が流出していることが窺えます。

神経系の流出患者構成 上位3分類の詳細

【レセプト】区域外へ流出している神経系入院患者の状況

46%

17%

15%

8%

6%
3% 2%

挿間性及び
発作性障害

脳性麻痺及び
その他の麻痺性症候群

神経系のその他の障害

その他*

主に中枢神経系を
障害する系統萎縮症

神経系のその他の変性疾患
錐体外路障害及び異常運動

多発（性）ニューロパチ＜シ＞ー
及びその他の末梢神経系の障害神経筋接合部及び筋の疾患

2%
1%

患者数推計値
93.1人/日

＃ 流出先医療機関名称
（上位3位）

患者数推計値
（人/日）

1日1人あたり
決定点数

1 NHO福島病院 42.5 2,416

2 那須脳神経外科病院 0.5 3,373

3 土屋病院 0.1 2,077

計 43.1 2,425

1 NHO福島病院 13.8 2,299

2 芦ノ牧温泉病院 1.3 2,029

3 南東北春日リハビリテーション病院 0.2 3,726

計 15.9 2,334

1 NHO福島病院 5.5 2,308

2 太田熱海病院 2.0 1,919

3 那須高原病院 0.9 1,297

計 13.6 2,691

そ
の
他
の
障
害
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間
性
及
び
発
作

性
障
害

脳
性
麻
痺
等

*その他には中神経系の脱髄疾患、神経,神経根及び神経叢の障害が含まれる
出所：県南区域のレセプトデータ（R3年度）、国立社会保障・人口問題研究所｢日本の地域別将来推計人口｣（2018年3月推計）2020年推計データ
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循環器系疾患の流出患者のうち脳血管疾患とその他の型の心疾患で全体の約8割となっています。脳血管疾患の多くが南東北春日リハビリテーションで受療しており、
1日1人あたり決定点数もそれほど高くないことから、回復期相当の患者が流出していることが窺えます。その他の型の心疾患や虚血性心疾患については、藤井病院の
1人あたり決定点数は比較的低いものの、その他の医療機関については、 1人あたり決定点数が高いことから、専門的治療が必要な患者が流出していることが窺えます。

循環器系の流出患者構成 上位3分類の詳細

【レセプト】区域外へ流出している循環器系入院患者の状況

63%

25%

4%
3%

3%

その他*

脳血管疾患

その他の型の心疾患

動脈，細動脈及び毛細血管の疾患

虚血性心疾患

高血圧性疾患

2%

患者数推計値
60.9人/日

＃ 流出先医療機関名称
（上位3位）

患者数推計値
（人/日）

1日1人あたり
決定点数

1 南東北春日リハビリテーション病院 15.1 4,099

2 寿泉堂香久山病院 4.6 2,003

3 NHO福島病院 4.1 2,447

計 38.4 3,937

1 藤井病院 4.7 1,894

2 総合南東北病院 2.3 10,674

3 太田西ノ内病院 1.2 17,811

計 15.1 8,138

1 須賀川病院 1.1 8,044

2 太田西ノ内病院 0.4 12,380

3 星総合病院 0.3 19,505

計 2.6 9,816

そ
の
他
の
型
の

心
疾
患

虚
血
性
心
疾
患

脳
血
管
疾
患

*その他には静脈,リンパ管及びリンパ節の疾患,他に分類されないもの、肺性心疾患及び肺循環疾患、慢性リウマチ性疾患が含まれる
出所：県南区域のレセプトデータ（R3年度）、国立社会保障・人口問題研究所｢日本の地域別将来推計人口｣（2018年3月推計）2020年推計データ
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新生物の流出患者のうち、悪性新生物がほとんどを占めており、中でも膵、結腸、胃の流出が多くなっています。総合南東北病院や太田西ノ内病院、星総合病院へ
の流出が多く、1日1人あたり決定点数も高いことから、専門的治療が必要な患者が流出患者の中心であることが窺えます。

新生物の流出患者構成 上位3分類の詳細

【レセプト】区域外へ流出している新生物入院患者の状況

92%

5% 3%

悪性新生物

上皮内新生物
性状不詳又は不明の新生物

良性新生物

0%

患者数推計値
53.0人/日

＃ 流出先医療機関名称
（上位3位）

患者数推計値
（人/日）

1日1人あたり
決定点数

1 総合南東北病院 1.9 5,379

2 太田西ノ内病院 0.7 6,249

3 星総合病院 0.6 4,173

計 4.1 5,392

1 総合南東北病院 1.6 6,522

2 星総合病院 0.4 8,536

3 坪井病院 0.3 6,533

計 3.5 7,021

1 総合南東北病院 1.1 5,821
2 坪井病院 1.0 5,912
3 公立岩瀬病院 0.4 4,857

計 3.5 5,822

結
腸

胃

膵

出所：県南区域のレセプトデータ（R3年度）、国立社会保障・人口問題研究所｢日本の地域別将来推計人口｣（2018年3月推計）2020年推計データ
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筋骨格系の流出患者のうち、関節の患者が最も多く39%、次いで骨障害及び軟骨障害が22%、脊柱障害が20%となっています。関節障害や脊柱障害については1日
あたり決定点数が比較的高く、専門的な治療が必要な方が流出していることが窺えます。

筋骨格系の流出患者構成 上位3分類の詳細

【レセプト】区域外へ流出している筋骨格系入院患者の状況

39%

22%

20%

19%

骨障害及び軟骨障害

関節障害

脊柱障害

軟部組織障害

その他*

1%

患者数推計値
30.5人/日

＃
流出先医療機関名称
（上位3位）

患者数推計値
（人/日）

1日1人あたり
決定点数

1 池田記念病院 2.2 6,719

2 須賀川病院 1.8 7,751

3 星総合病院 1.5 12,751

計 11.9 7,413

1 NHOいわき病院 4.3 2,076

2 池田記念病院 0.7 1,707

3 太田熱海病院 0.2 1,994

計 6.6 2,696

1 総合南東北病院 1.6 8,126

2 池田記念病院 1.0 6,006

3 慈泉堂病院 0.5 1,662

計 6.0 5,929

骨
障
害
及
び

軟
骨
障
害

脊
柱
障
害

関
節
障
害

*その他には全身性結合組織障害、筋骨格系および結合組織のその他の障害が含まれる
出所：県南区域のレセプトデータ（R3年度）、国立社会保障・人口問題研究所｢日本の地域別将来推計人口｣（2018年3月推計）2020年推計データ
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損傷, 中毒の流出患者は、胸部損傷が最も多く23%、次いで股関節部及び大腿の損傷が19%、肩及び上腕の損傷が15%となっており、この3疾患で全体の約半数を
占めています。胸部損傷や股関節部及び大腿の損傷については、流出患者数上位の1日1人あたり決定点数は比較的低く、回復期機能を有する病院で受療してい
ることから、運動器系のリハビリ機能も不足している可能性が窺えます。
損傷,中毒の流出患者構成 上位3分類の詳細

【レセプト】区域外へ流出している損傷,中毒系入院患者の状況

23%

19%

15%

10%

9%

5%

5%

5%

4%
7%

胸部＜郭＞損傷

膝及び下腿の損傷

股関節部及び
大腿の損傷

熱傷及び腐食

頚部損傷

肩及び上腕の損傷

頭部損傷

腹部，下背部，腰椎
及び骨盤部の損傷

部位不明の体幹もしくは
（四）肢の損傷又は部位不明の損傷 その他*

患者数推計値
30.4人/日

＃ 流出先医療機関名称
（上位3位）

患者数推計値
（人/日）

1日1人あたり
決定点数

1 国立障害者リハビリテーションセンター病院 5.6 2,344

2 塩原温泉病院 0.6 2,619

3 太田西ノ内病院 0.2 4,008

計 7.0 2,558

1 池田記念病院 1.7 2,499

2 南東北春日リハビリテーション病院 1.6 3,539

3 星総合病院 0.7 8,161

計 5.8 3,881

1 第一病院 1.4 3,983

2 池田記念病院 1.2 5,861

3 須賀川病院 0.6 5,715

計 4.6 5,095

股
関
節
部
及
び

大
腿
の
損
傷

肩
及
び

上
腕
の
損
傷

胸
部
損
傷

*その他には、外科的及び内科的ケアの合併症,他に分類されないもの、肘及び前腕の損傷、外傷の早期合併症、足首及び足の損傷、薬物,薬剤及び生物学的製剤による中毒、多部位の損傷、自
然開口からの異物侵入の作用、薬用を主としない物質の毒作用、外因のその他及び詳細不明の作用
出所：県南区域のレセプトデータ（R3年度）、国立社会保障・人口問題研究所｢日本の地域別将来推計人口｣（2018年3月推計）2020年推計データ



医療資源の不足を背景とした地域における
医療提供の事例
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医師や看護師等の医療人材が不足している地域では、医師の働き方改革が本格始動する今後において、人材供給が大幅に増えることは現実的ではな
いことから、医療資源の集約化・共有化を行うことを目的とした医療機関の再編・統合及び連携ネットワーク化の強化が行われています。

3区域における再編統合・ネットワーク化強化の概要

医療資源の不足を背景とした地域における医療提供の事例

市町村立 都道府
県立 民間企業団 一部事務

組合
地方独立
行政法人 指定管理

区域 医療機関 時期 概要

県西総合病院(311)

筑西市民病院(173)

 筑西市民病院と県西総合病院（筑西市・桜川市による一部事務組合）の再編
統合により、急性期を担う基幹病院として茨城県西部メディカルセンター（地独_筑
西市）を開院。桜川市は主に後方支援を担うさくらがわ地域医療センターを整備し、
再編統合を構成する山王病院による指定管理により開院

茨城県西部メディカルセンター(250)

さくらがわ地域医療C(128)山王病院(79)

2018

1. 奈良県
南和区域

大淀町立大淀病院(155)

奈良県立五條病院(160)  企業団を設立し設置主体の異なる3つの病院を経営統合の上、急性期機能は移
転新築した中核病院となる南奈良総合医療センターが主に担い、五條病院、吉野
病院は主に回復／慢性期を担う体制に再編

南奈良総合医療センター(232)

吉野町国民健康保険吉野病院 (98)

五條病院(90)

吉野病院 (96)
2016

日本海病院(642)

酒田医療センター(114)

 2018年に酒田医療センターを日本海酒田リハビリテーション病院に名称変更。市立
八幡病院（48床）を無床化し、他の市立５診療所も含め地方行政法人山形
県・酒田市病院機構に経営統合

 同時期に病院機構・医療法人・医師会等から成る地域医療連携法人を設立し、
組織間の連携を強化

日本海総合病院(642)

日本海酒田リハビリテーション病院(114) 2018

廃止

酒田市立八幡病院（46）
他5診療所

日本海八幡クリニック(無床)
他5診療所

3.茨城県
筑西・下妻区域

2. 山形県
庄内区域
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再編の概要 再編による変化

【1.奈良県南和】
南和地域全自治体で医療を支えるため企業団を設置し、医療提供体制を構築

町立大淀病院
（大淀町）

各病院が急性期医療を提供。患者数減少、医師数減少、
医療機能低下、さらなる患者数減少の悪循環が発生

再編前
（平成27年度）

再編後
（平成29年度）

病床数

常勤医師数

救急搬送件数

1日平均
入院患者数

418床

65名

3,923件

292.6人

413床

49名
*年度記載なし

286.5人

2,253件

再
編
前（
平
成
27
年
度
）

企業団で3病院の建設、改修、運営を行い、
急性期から慢性期まで切れ目のない医療提供体制を構築

再
編
後（
平
成
29
年
度
）

急性期を担う
新救急病院

県立五條病院
（奈良県）

国保吉野病院
（吉野町）

232床

160床 98床155床

※再編前：大淀病院・五條病院・吉野病院の実績合計
再編後：南奈良総合医療センター・五條病院・吉野病院の実績合計

急性期 105
回復期 50

急性期 160 急性期 50
慢性期 48

廃止
療養期を担う
地域医療センター

90床 96床

五條病院
平成28年4月
リニューアル

南奈良総合医療センター
平成28年度4月開院

慢性期 90 高度急性期・急性期 196
回復期 36

急性期 50
慢性期 46

出所：病床数・医師数・救急搬送件数・1日平均入院患者数（延患者数を365日で除して算出）について、再編前は平成27年度病床機能報告及び奈良県「奈良県の医
療提供体制の現状」（医師数について）、再編後は平成29年度病床機能報告を参照。再編の経緯・病院の運営主体は奈良県「奈良県の医療提供体制の現状」「新南和
公立病院体制基本構想・基本計画（概要版）」、南和広域医療企業団HP参照

232床

療養期を担う
地域医療センター

吉野病院
平成29年4月
リニューアル

（企業団）
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再編のポイント、参考となる取組

【1.奈良県南和】
本事例から得られる医療資源集約化のポイント

3病院がコミュニケーションをとれる場の構築
• 各病院の経営方針や組織風土の違いにより連携が難しい状況を打破するため、行政が協議会を立
ち上げ。協議会では関係者が一堂に集まり、客観的なデータを元に議論する場が設置された

• 職種や役職にとらわれず、関係者が納得いくまで意見を出し合って議論できたことが原動力となった

地域医療関係者や大学と「あるべき地域
医療の姿」を共有

• 協議会の医療部会に、各病院の院長や地域医療機関関係者にも参加してもらい、あるべき姿につい
て徹底的に議論することで関係者間での「あるべき地域医療の姿」が徐々に共有されていった

• 描いた「あるべき姿」が基本構想や基本計画につながっていった

県知事のリーダーシップ
• 県知事が関係市町村の首長や議員等の関係者との調整においてリーダーシップを発揮し、結果として
既存公立病院を運営していた町だけでなく、もともと病院を持っていなかった町村からの理解も得られ、
運営に必要な資金を確保することができた

出所：デロイトトーマツグループHP「地域医療再編の先駆者・リーダーに聞く成功の軌跡その１」

地域住民への十分な説明
• 病院がなくなることに対する地域住民の抵抗感を払拭するため、シンポジウム及び南和周辺病院懇談
会を開催し、第三者の客観的な立場からの説明を実施した

• 地道かつ真摯な説明を続けることで、地域住民の理解・指示を得られたことが再編統合の成功へつな
がった
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医療資源の集約化に向けた検討の流れおよびスケジュール

【1.奈良県南和】
医療資源の集約化に向けた検討の流れ

H22年度
（2010年度）

H23年度
（2011年度）

H24年度
（2012年度）

H25年度
（2013年度）

H26年度
（2014年度）

H27年度
（2015年度）

H28年度
（2016年度）

H29年度
（2017年度）

県・市町村による協議

南和広域医療組合

南和広域医療企業団

地域住民向けのイベント

病院間の協議

各病院

出所：南和広域医療企業団HP、奈良県「奈良県の医療提供体制の現状」

協議会
事務局設置

H22.5 奈良県・市町村長サミット
H22.7～H24.1 第1～7回協議会

南和の医療を
考えるシンポジウム

南和周辺
病院懇話会

一部事務組合
設立許可

協議会での取り組み
を受け継ぎ

企業団へ
移行

基本構想・
基本計画 「新南和公立病院体制基本構想」

「新南和公立病院体制基本計画」
策定

南和周辺
病院懇話会

南奈良総医療センター・南奈良
看護専門学校竣工式及び内覧会

南奈良総合医療センター開院
/五條病院リニューアルオープン

吉野病院
リニューアルオープン

運営会議において整備事業スケジュール・
予算編成・他病院との連携等について協議

関連する3病院・周辺病院の院長間
での意見交換を実施

企業団移行
許可

地方公営企業法の
全部適用に伴い移行
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再編の概要 再編による変化

【2.山形県庄内】
経営の安定等、各医療機関が直面する課題に地域で取り組むための体制を構築

酒田医療センター
（病院機構）

人口減少や過疎化が進む中で、各医療機関の
持続的な健全経営をどう維持するかが課題

再編前
（平成29年度）

再編後
（平成30年度）

病床数

常勤医師数

救急搬送件数

1日平均
入院患者数

756床

149名

3,960件

617.9人

802床

146名

634.3人

3,626件

再
編
前（
平
成
29
年
度
）

病院機構への移管・統合を進めるとともに、地域医療連携
推進法人を設立し地域全体での連携を強化

再
編
後（
平
成
30
年
度
）

日本海総合病院
（病院機構）

酒田市立八幡
病院

642床114床

※再編前：酒田医療センター・日本海総合病院・八幡病院の実績合計
再編後：酒田医療センター・日本海総合病院の実績合計

回復期 79
慢性期 35

高度急性期・
急性期

642 急性期 46

出所：病床数・医師数・救急搬送件数・1日平均入院患者数（延患者数を365日で除して算出）について、再編前は平成29年病床機能報告、再編後は平成30年度病床
機能報告を参照。再編の経緯・病院の運営主体は未来投資会議「山形県酒田市病院機構の取り組み」、山形県・酒田市病院機構HP

（病院機構）

642床 46床

他
5診療所

（酒田市）

他
5診療所

日本海酒田リハビ
リテーション病院 日本海総合病院 日本海八幡

クリニック

642床114床

回復期 79
慢性期 35

高度急性期・
急性期

642

642床 無床化

他
5診療所

地域医療連携推進法人日本海ヘルスケアネット
医師会

歯科医師会 薬剤師会 医療法人等
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再編のポイント、参考となる取組

【2.山形県庄内】
本事例から得られる医療資源集約化のポイント

維持・存続が困難な医療機関を
病院機構へ統合

• 本地域においては、平成20年に地方独立行政法人山形県・酒田市病院機構が設立され、各医療
機関の機能分化と病院間の連携、病院・診療所間の連携が推進されてきた経緯があった

• 酒田市が運営する病院及び診療所はへき地・離島といった条件もあり人材確保が困難となっていたた
め、将来にわたって持続可能な医療提供体制を確保することを目的とし、すでに医師会、民間病院、
介護保険施設等を含むネットワークを形成し有効に機能している病院機構に移管統合を目指すこと
とした

高度医療へのアクセスの確保
• 地域住民が高度な検査または入院治療が必要となった場合、日本海総合病院等への交通手段を
確保するため、日本海総合病院等と診療所間の無料シャトルバスの運行を実施することとした

• デマンドタクシーの運行も継続することとした

地域医療連携推進法人の設立

• 人口減少、過疎化、高齢化が進む中、各組織が抱える経営課題に対し、連携推進法人間で業務
調整を行うことで経営の全体最適化をすることを目指し、地域医療連携法人を設立。設立にあたって
は法人間での勉強会や実務者会議を実施し、法人設立の必要性を認識するとともに、本音で協議
を行った

• 重複投資等の抑制と効率化のための機能集約化、医療機器等の共同利用、委託業務の共同交渉、
人材交渉、病院と介護施設の連携強化等を実施している

出所：酒田市「酒田市医療提供体制整備基本構想」、未来投資会議「山形県酒田市病院機構の取り組み」、日本海ヘルスケアネットHP
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医療資源の集約化に向けた検討の流れおよびスケジュール

H26年度
（2014年度）

H27年度
（2015年度）

H28年度
（2016年度）

H29年度
（2017年度）

H30年度
（2018年度）

R1年度～
（2020年度～）

病院機構への
移管・統合に
向けた動き
（酒田市）

地域医療
連携法人の
設立に向けた
動き
（各法人）

基本
構想

「酒田市医療提供体制
整備基本計画」策定 移管

統合

*地域住民の意見を行政に反映し、地域住民と行政との連携と協働を推進することによりコミュニティ組織の育成強化を図るため設置された委員会
出所：酒田市HP、酒田市「平成27年度第4回八幡地域協議会会議録」、「平成26年度第4回八幡地域協議会会議録」、酒田市「酒田市医療提供体制整備基本構想」、
山形県・酒田市病院機構HP、未来投資会議「山形県酒田市病院機構の取り組み」

• 酒田市が設置・運営し
ていた市立八幡病院、
升田診療所、青沢診
療所、松山診療所、
地見興屋診療所、飛
島診療所を病院機構
に移管・統合

• 市立八幡病院は
病床を廃止し、「日本
海八幡クリニック」に名
称変更

勉強会

実務者
会議

設立
協議会

一般社団
法人設立

認定

5法人による勉強会を開
催し、地域医療連携推
進法人設立の制度内容、
参加意向を確認

実務者が出席し、共同
事業等の確認
（以降毎月開催）

代表者が出席し、新法
人設立に向けた事項の
協議、決定
（以降5回開催）

一般社団法人日本海
ヘルスケアネット設立

県知事による地域
医療連携推進法人
の認定

【2.山形県庄内】
医療資源の集約化に向けた検討の流れ

新改革
プラン

「酒田市八幡病院新改
革プラン」策定

平成27年度第4回八幡地域協議会
にて、市の主管課から委員に対し八幡
病院等のあり方について説明し、意見
交換を実施

庁内での検討、関係者間での協議

協議会協議会

平成26年度第4回八幡地域協議会*
にて、八幡病院が病院機構に参加す
る方向性について市より言及

構成団体・法人を拡大し
さらなる連携強化に向け
取り組みを実施

【設立時団体・法人】 （計9）
• 病院機構（1）
• 医療法人（3）
• 社会福祉法人（2）
• 地区医師会（1）
• 地区歯科医師会（1）
• 地区薬剤師会（1）
【R1年度加入】 （計10）
• 社会福祉法人（1）
【R4年度加入】 （計13）
• 診療所（1）
• 医療法人（1）
• 酒田市（1）

加入

R4.9 自治体として
初めて日本海ヘルス
ケアネットに加入
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再編の概要 再編による変化

【3.茨城県筑西】
民間病院を含む３病院を再編統合し、地域内で二次救急までを完結できる体制を再構築

筑西市民病院
（筑西市）

医師不足等に加え、東日本大震災の被災により
地域の医療提供体制が低下

再編前
（平成29年度）

再編後
（令和元年度）

病床数

常勤医師数

救急搬送件数

1日平均
入院患者数

250床

26名

1,633件

91.6人

484床

21名

127.3人

さくらがわ地域医療センター
（指定管理）

H30年10月開院

1,053件

再
編
前（
平
成
29
年
度
）

地域内において二次救急まで完結できる体制を再構築
するとともに、役割分担と連携により地域医療を充実

再
編
後（
令
和
元
年
度
）

茨城県西部メディカルセンター
（地方独立行政法人）
平成30年10月開院

急性期を中心とした
中核病院

回復期を中心とした
後方支援病院

県西総合病院
（一部事務組合）

山王病院
（民間）

250床

311床 79床

128床

173床

※再編前：筑西市民病院・県西総合病院の実績合計
再編後：茨城県西部メディカルセンターの実績

急性期 80
慢性期 48

急性期 173 急性期 265
慢性期 46

急性期 43
慢性期 36

高度急性期・急性期 205
回復期 45

出所：病床数・医師数・救急搬送件数・1日平均入院患者数（延患者数を365日で除して算出）について、再編前は平成29年度病床機能報告、再編後は令和1年度病
床機能報告を参照。再編の経緯・病院の運営主体は日経BPを参照
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再編統合のポイント、参考となる取組

【3.茨城県筑西】
本事例から得られる医療資源集約化のポイント

民間を含めた3病院の再編統合

• 当初は筑西市が新中核病院を整備運営し、桜川市が県西総合病院を整備運営する計画であった
が、国はこの方針では公立病院の再編統合と捉えられないと判断し、財政的な支援に厳しい姿勢を
示した

• 国からの財政支援を最大限に活用することが将来的にも地域の医療を守ることにつながるとの考えか
ら、検討を重ね、山王病院を含む3病院での再編統合を行う方針を決定した

中核病院整備と同時に
後方支援病院を整備

• 新中核病院である茨城県西部メディカルセンターと、後方支援病院であるさくらがわ地域医療センター
に必要な機能と機能分担を明確にし、2病院を整備した

- 茨城県西部メディカルセンター：筑西市民病院及び県西総合病院の医療資源等を集約する
とともに筑西・桜川地域に必要な医療機能を強化し、地域において二次救急医療までの完結
を目指す

- さくらがわ地域医療センター：県西総合病院が新中核病院に集約されることによる桜川市の
医療機能の低下に対応するため、指定管理者の医療資源を活用するとともに、外来診療等
の医療機能の充実を図り、高度医療機関や新中核病院の後方支援の役割を担う

中核病院に合同臨床教育センターを設置
• 2次救急医療の体制づくりにおいて課題であった医師招聘のための取組として、茨城県西部メディカル
センターに筑波大学と自治医科大学合同の臨床教育センターを設置。両大学が教員医師を最大8
人派遣し、医学生や研修医の教育指導を行う体制を構築した

出所：広報さくらがわ記事（平成27年2月1日号）、新中核病院・桜川市立病院再編整備基本構想（平成27年8月）、厚生労働省第13回地域医療構想に関するWG
「茨城県における地域医療構想の進捗について」
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医療資源の集約化に向けた検討の流れおよびスケジュール

【3.茨城県筑西】
医療資源の集約化に向けた検討の流れ

H21年度
（2009年度）

H22年度
（2010年度）

H23年度
（2011年度）

H24年度
（2012年度）

H25年度
（2013年度）

H26年度
（2014年度）

H27年度
（2015年度）

H28年度
（2016年度）

H29年度
（2017年度）

H30年度
（2018年度）

茨城県地域医療
再生計画

新中核病院建設基
本的事項調整代表
者会議

県、筑西市、桜川市
による協議

筑西・桜川市地域公
立病院等再編整備
推進協議会

筑西・桜川市立病院
整備委員会

茨城県西部
メディカルセンター

さくらがわ地域医療
センター

筑西市民病院、県西総合
病院の再編統合による新
中核病院整備を位置づけ策定 変更

東日本大震災を受け、計
画の見直し等について明記

第1～3回開催
基本的事項5項目について
合意

• 再編統合の枠組み
• 新中核病院の特徴
• 経営形態
• 公立2病院の再編統合後の形態
• 新中核病院の場所

設置

基本構想の策定等について
の協議を目的とし関連大
学・病院関係者、両市長等
から成る協議会を設置

基本
構想

基本
計画

第1～3回開催

さくらがわ地域医療センター
の整備候補地を選定

「新中核病院・桜川市立病
院再編整備基本構想」策定

「新中核病院整備基本計
画・桜川市立病院整備基本
計画」策定

名称
決定

名称
決定

起工式

起工式
公募により
決定

公募により
決定

協議記者
会見

3病院の枠組みについて
協議

桜川市・筑西市合同記者
会見

出所：桜川市HP、茨城県地域医療再生計画（平成23年11月）、広報さくらがわ記事（平成27年4月1日号）、広報さくらがわ記事（平成27年6月1日号）

開院

開院
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地域医療構想の対象となる病床を有する公立病院が存在しない県南区域においては、まず地域医療連携推進法人を通じた医療人材の集約化・共有
化の方法が考えられます。

地域医療連携推進法人制度

【地域医療連携推進法人】
地域医療連携推進法人制度の概要

出所：厚生労働省HP地域医療携推進法人について（0000205204.pdf (mhlw.go.jp)）



地域医療連携推進法人に参加している病院間で、医師の調整を行えるようシステムを構築している事例もあります。

【実施主体】
• 三次地区医療センター、市立三次中央病院、西城市民病院、庄
原赤十字病院等

【背景】
• 中山間地域の病院には、指導医が少なく、勉強になる症例も少な
いために医師確保が課題であった。

【目的】
• 地域として十分な医師を確保する。

【取組】
• 医療機関相互の「ゆるやかな業務連携」を推進し、「地域完結型
医療の実現」を目指すことを目的として地域医療連携推進法人
「備北メディカルネットワーク」を設立した。

• 同法人の連携事項の一つとして「医療従事者を確保・育成する仕
組みづくり」を掲げ、地域内で必要な医師を確保したうえで、どの医
療機関に医師を派遣するかは備北メディカルネットワークで調整でき
るシステムを構築した。

• 具体的には、医師が赴任したいと思う魅力やメリットを備え、大学
病院から十分な医師が派遣されている三次中央病院をベースとし、
必要に応じて他の医療機関へ派遣するシステムとした。

医師派遣システムの構築

【地域医療連携推進法人】
地域医療連携推進法人による医師確保の取組み事例①

出所：mnw_vol29_05 (mt-pharma.co.jp)

＜備北メディカルネットワークを構成する4病院＞

＜医師派遣のイメージ＞

大学 市立三次中央病院

医師の派遣

連携法人が調整し、
医師を派遣
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開業医師の高齢化や後継者不足に対応するため、診療所等と総合病院での勤務の両立を可能とするシステムを構築した事例もあります。

【実施主体】
• （医療連携推進区域）島根県江津市
• （参加法人）社会福祉法人恩賜財団済生会、一般社団法人
江津市医師会、医療法人社団能美医院

【背景】
• 開業医師の高齢化と後継者不足が喫緊の課題となっていた。

【目的】
• 後継者の早期帰郷、または新たな医師確保を図る。

【取組】
• 島根県初の地域医療連携推進法人「江津メディカルネットワーク」
の主要な事業として、参加法人間で「クロスアポイントメントシステ
ム」を基本とする医師等の相互交流システムを構築し、江津病院
及び診療所等の両方の医師として勤務できる体制を実現した。

• クロスアポイントメントシステムでは、在籍型出向で、出向元と出向
先のそれぞれの職員の身分を持ってそれぞれの機関のもとで、必要
な従事比率で業務を行う。出向元と出向先の業務従事割合、給
与支給方法等の取り決めを行う。

クロスアポイントメントシステムの構築

【地域医療連携推進法人】
地域医療連携推進法人による医師確保の取組み事例②

出所： 「開業医、時々勤務医」を可能に -江津メディカルネットワーク◆Vol.1 | m3.com、 renkeisuisinhousin.pdf (shimane.lg.jp)、 e7ea0078e364e9ee54b0d2d9043fb18926a66398.pdf (mhlw.go.jp)

25



Appendix

26



27

レセプトデータには国保加入者以外の75歳未満患者が含まれていません。そのため、現在の患者数全体の推計にあたっては、入院・外来ともに国保の1
日あたり患者数と国保加入率*を用いて75歳未満の1日あたり患者数の割り戻しを行っています。

１日あたり患者数推計の考え方

1日あたり患者数の推計方法（現状）（1/2）

（実データより算出）
②国保の1日あたり患者数

（実データより算出）
①後期高齢の1日あたり患者数

（推計）
③国保以外の患者数

• 後期高齢レセプトデータの診療日数÷365
（外来は242日）

• 国保レセプトデータの診療日数÷365
（外来は242日）

• ②×（1ー国保加入率）/加入率

1日あたり患者数推計

構成要素 算出方法

1日あたり患者数
• Ｒ3年度の診療日数を集計し、入院については365日、外来
についてはR3年度外来診療日数242日で割ったもの
※診療日数は延患者数と一致する
※ 1人の患者が1か月間に15日入院していたら15人となる

＜例＞ 1日あたり患者数
（40＋12＋20）÷365=0.2人/日

診療日数：40

診療日数：12

診療日数：20
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なお、今回割り戻ししている「国保以外」の医療保険制度には協会けんぽ、健康保険組合、共済組合等が含まれます。各保険の対象者は異なるものの、
加入者の自己負担割合や高額医療費制度の適用については国保と同等の基準が適用されているため、国保と国保以外の加入者の受療動向に大き
な差はないものとして推計を行っています。

各医療保険制度の概要

1日あたり患者数の推計方法（現状）（2/2）

*協会けんぽ、健康保険組合、共済組合のほか、法第3条第2項被保険者、船員保険、経過措置として退職者医療がある（厚生労働省HPより引用）
出所：厚生労働省「我が国の医療保険について」「高額医療費制度を利用される皆さまへ）

後期高齢者医療制度

国民健康保険（国保）
協会けんぽ 健康保険組合

対象者

自己負担
割合

高額医療費
制度

国保以外*

共済組合

自営業者、年金生活者、非正規雇用者等 中小企業の会社員 大企業の会社員 公務員

3割（義務教育就学前は2割、70歳以上75歳未満は2割（現役並み所得者は3割））

あり（年収によりひと月の上限額適用）

原則
75歳

レセプトデータを受領 国保レセプトデータより推計値を算出
































































